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【裁判概要等】 

・平成２２年（行ウ）第４２号 損害賠償等を求める請求事件 

・原告：藤森義韶ほか１２名 

・被告：白井市長 

・判決言渡日：平成２５年３月２２日  

・判決主文 

１ 被告は，横山久雅子に対し，２３６３万２０００円及びこれに対する平    

成２３年２月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を請求せよ。 

 ２ 請求の趣旨１のうち，払込手数料に係る訴えを却下する。 

 ３ 原告らのその余の請求を棄却する。 

 ４ 訴訟費用は，これを２分し，その１を原告らの負担とし，その余を被告の負担

とする。 

・控訴までの期間 

第一審判決から控訴までの期間については、民事訴訟法第２８５条に規定さ

れており、地方裁判所の判決文到達後２週間以内（４月５日）に控訴審を行う

裁判所あての控訴状を第一審の裁判所に提出する必要がある。 

 

【判決対応について】 

  第１審判決では、法解釈及び事実認定に誤りがあると考え、以下「主な控

訴事由」により控訴するものです。 

 

１ 主な控訴事由 

 

争点１(本件専決処分の違法性)について 

 

①法第１７９条第１項「議会において議決すべき事件を議決しないとき」の解

釈について 

（例示）［判決文１７頁］ 

「普通地方公共団体の長が、議会が議決することができないような状況をこ

とさら作出・利用して専決処分をした場合や、その案件の経過や内容等客観的

な事情に照らして、議会が議決しないことが社会通念上相当なものとして是認

されるべきであるのに、あえて専決処分をした場合等、上記専決処分の制度の
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趣旨を潜脱することが明らかである場合には、『議会において議決すべき事件を

議決しないとき』に該当せず」 

⇒専決処分を行える要件は、法１７９条第１項に規定されており、横山前

市長が行った専決処分は当該規定に該当すると考えているので、判決に

おいて、条文に書かれていない要件は付加すべきではない。 

 

②事実認定について（①のあてはめ） 

（例示）［判決文１８頁］ 

「横山元市長は、本件補正予算案を提出した時点で・・・そのまま否決され

るであろうこと、そうならないとすれば、議事の混乱により審議未了のまま会

期が満了すること以外にはありえないことを承知の上で、あえて、本件補正予

算案を提出し」 

⇒本件補正予算案を提出した時点では、議事が混乱して会期が満了するこ

とを横山元市長が予測することはできないのだから、これを承知してい

たわけではない。 

 

「実際に議事が混乱して会期が満了したことを利用して、専決処分をしたも

のにほかならない」 

⇒本件専決処分は、議事が混乱して会期が満了したことを利用したもので

はなく、専決処分の要件が整ったため行ったものである。 

 

③法第１１６条の解釈について 

（例示）［判決文１９頁］ 

「議長が討論を行った場合も、議長は議決に加わることが許されないと解さ

れる。」 

⇒判決は、議員必携等の文献と相反する独自の解釈を前提に、被告の主張

を排斥しており、妥当でない。 

 

争点２(横山元市長の責任)について 

 

① 本件専決処分に違法性がない以上、横山元市長は損害賠償責任を負わない。 

 

② 本件専決処分をしたことに過失はなく、横山元市長は損害賠償責任を負わな

い。 

 

争点３(本件贈与契約の効力)について 

 

なし 
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２ 今後の予定 

   

①控訴審にあたり議決の要否について 

今般の裁判は、地方公共団体の機関として提訴（地方自治法第２４２条の

２第１項第４号［通称：４号請求］）されたものであり、地方自治法第９６

条に規定される、議会の議決要件に当たらないので議会の議決を要するもの

ではありません。 [別添資料参照] 

   

  ②控訴審に係る諸費用について 

控訴審における訴訟代理人への着手金が必要となるため、９３４千円を 

増額補正するものとして、４月３日に予定しております、臨時議会において、

「白井市一般会計補正予算（第２号）」を審議いただくものです。 
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資料１－１ 

 

住民訴訟控訴に係る議決の要否について 
 
■住民訴訟について 

 北総鉄道値下げ支援補助金に係る住民訴訟は、地方自治法第２４２条の２第

１項第４号に基づく訴訟（４号請求）である。 
 
 この４号請求は、普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して、個人とし

ての長等又は相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを求める請

求である。（参照：逐条地方自治法 P.971） 
 
 

地方自治法第２４２条の２第１項第４号 
 当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不

当利得返還の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員

に対して求める請求。ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に

係る相手方が第２４３条の２第３項の規定による賠償の命令の対象となる

者である場合にあっては、当該賠償の命令をすることを求める請求 
 
 
●「普通地方公共団体の執行機関」とは● 
 普通地方公共団体の長、委員会又は委員のように、独自の執行権限をもち、

担任する事務の管理・執行に当たって自ら決定し、表示しうるところの機関

を指す。地方自治法中「執行機関」という文言は、全てこの意義で用いられ

ている。（参照：逐条地方自治法 P.468） 
 
地方自治法第１３８条の４ 
 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律

の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 
 
 
 ４号請求で求められている地方公共団体の損害賠償請求権や不当利得返還請

求権といった債権を行使する権限は、特段の委任等の行為がない限り、地方公

共団体の長に与えられていることから、基本的には長（執行機関）が被告とな

る。 
これは、地方自治法第２４２条の２第１項第４号ただし書に規定している第

２４３条の２第３項の規定による賠償命令を命ずる主体が長であることからも

明らかである。（参照：訴訟百科 P.3188） 
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資料１－２ 

 
■控訴の提起に関する議決について 

 第一審たる訴訟の提起のみならず、訴訟を提起された場合において、その判

決に不服ありとして地方公共団体が上訴する場合は、議会の議決を得なければ

ならない。（参照：逐条地方自治法 P.354） 
 
地方自治法第９６条（抜粋） 
 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 
十二 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、

訴えの提起、和解、あつせん、調停及び仲裁に関すること。 
 
●「普通地方公共団体がその当事者である」とは● 
 国家賠償法に基づく損害賠償のように、普通地方公共団体が当事者として

相手方と争う場合をいう。（参照：逐条地方自治法 P.354） 
 
 議決を要するのは、地方公共団体が公法人たる団体として当事者となる場合

に限られ、地方公共団体の長その他の機関がその当事者となる訴訟については、

議決は不要である。 
（参照：訴訟百科 P.369・3644、逐条地方自治法 P.3313） 

 
 
 よって、執行機関としての長が当事者である４号請求に係る控訴については、

議決は不要である。 
 

 
最高裁昭和３０年１１月２２日判決（抜粋）  
米麦供出処分取消請求事件  
地方自治法第９６条第１項第１０号（現１２号）によると、普通地方公共

団体たる宮野村が当事者である訴訟事件に関して宮野村長が同村の代表者

として訴訟行為をなすには、同村議会の議決を要するけれども、本件におけ

るがごとく、宮野村長が当事者たる場合は、前示第１０号の適用のないこと

は、同規定に照らし容疑の余地がないのである。 
 従って、当事者である宮野村長が、本件訴訟の第１、２審を通じ当事者と

して訴訟をなし又は弁護士に訴訟委任をなすについて、宮野村議会の議決を

経ていないのは固より当然であって、これにつき議会の議決を必要とするこ

とを前提とする控訴人の主張は理由がない。 
（参照：地方自治法判例質疑応答集 P.3355） 

 
 


















































